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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期
第１四半期
連結累計期間

第70期
第１四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 (百万円) 10,492 9,361 43,468

経常利益 (百万円) 730 342 3,182

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 508 172 1,708

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 792 △1,045 989

純資産額 (百万円) 32,534 30,621 32,204

総資産額 (百万円) 49,540 46,051 49,328

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 16.84 5.71 56.50

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 16.83 5.71 56.47

自己資本比率 (％) 65.2 66.0 64.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　なお、日本においてＩＤＥＣエンジニアリングサービス株式会社は、株式を全て売却したことにより、連結の範囲

から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、中国を中心とした新興国の景気減速傾向が継続していること

や、英国が国民投票によりＥＵ離脱を決定したことなどによる欧州経済リスクの高まりなどもあり、先行きに不透

明感が生じております。わが国経済においても、大きく進んだ円高基調や中国経済の減速などにより、一部弱さが

見られる状況となりました。

　当社グループを取り巻く環境については、機械受注の鈍化などの影響で力強さに欠ける状況となっており、当社

が所属する社団法人日本電気制御機器工業会の出荷高は前年同期に対して減少しております。このような状況のな

か、当社の国内売上高は、プログラマブルコントローラが伸長した一方で、主力の制御用操作スイッチや制御用リ

レーの売上が減少した結果、57億６千４百万円（前年同期比9.7％減）となりました。また、海外売上高は、欧州

や中国において安全関連製品などの売上が伸長した一方で、北米や中国を含むアジア・パシフィックにおいて、主

力の制御用操作スイッチやリレーの売上が減速した結果、35億９千７百万円（前年同期比12.4％減）となりまし

た。

　利益面におきましては、営業利益は、前年同期に比べ、主に減収の影響による利益減により、２億４千５百万円

減益の４億３千５百万円（前年同期比36.1％減）となりました。経常利益は、前年同期に比べ、減収の影響による

利益減や円高影響による為替差損の計上などにより３億８千８百万円減益の３億４千２百万円（前年同期比53.1％

減）となりました。

　親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期に比べ、３億３千６百万円減益の１億７千２百万円（前年同期

比66.1％減）となりました。

　なお、当第１四半期連結累計期間における対米ドルの平均レートは、108.16円（前年同期は121.44円で13.28円

の円高）となりました。

　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①日本

　防爆・防災関連機器製品の売上が伸長したものの、機械受注の鈍化影響を受け、主力製品である制御機器製品群

の制御用操作スイッチや安全スイッチの売上が減少したことや、前年同期において好調であった制御装置及びＦＡ

システム製品群のバーコードリーダを中心とした自動認識機器などの売上が減少した結果、売上高は、前年同期に

比べ、４億９千９百万円減収の62億６千２百万円（前年同期比7.4％減）となり、営業利益は、前年同期に比べ、

１億９千６百万円減益の１億３千２百万円（前年同期比59.6％減）となりました。

②北米

　北米地域においては、制御機器製品群の制御用操作スイッチや制御用リレー、制御装置及びＦＡシステム製品群

のプログラマブル表示器の売上が減少した結果、売上高は、前年同期に比べ、２億７千４百万円減収の12億６千7

百万円（前年同期比17.8％減）となり、営業利益は、前年同期に比べ、７千万円減益の６千３百万円（前年同期比

52.4％減）となりました。

③欧州

　欧州地域においては、英国が国民投票によりＥＵ離脱を決定したことなどにより、欧州経済の先行きに不透明感

があるものの、緩やかな景気回復傾向が続きました。当社グループの売上高は、制御機器製品群の制御用操作ス

イッチや安全スイッチなどの製品群が堅調に推移するなどで前年同期に比してほぼ同水準となり、前年同期に比

べ、1千４百万円減収の２億円（前年同期比6.5％減）となり、営業利益は、セールスミックスによる影響で、前年

同期に比べ、４千４百万円増益の４千８百万円（前年同期比1,404.0％増）となりました。
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④アジア・パシフィック

　アジア・パシフィック地域においては、中国経済の減速がタイ、インドネシアなどのその他のアジア地域に影響

を及ぼし、主力製品である制御機器製品群の制御用操作スイッチや制御用リレーの売上が減少しました。その結

果、売上高は前年同期に比べ、３億４千２百万円減収の16億３千１百万円（前年同期比17.4％減）となり、営業利

益は、前年同期に比べ、４千５百万円減益の１億３千８百万円（前年同期比24.9％減）となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産の額は、前連結会計年度末より32億７千６百万円減少し、460億５千１百

万円となりました。これは主に、現金及び預金が20億６千５百万円、受取手形及び売掛金が８億３千５百万円、た

な卸資産が２億４千５百万円減少したことによるものです。

　負債の額は、前連結会計年度末より16億９千３百万円減少し、154億３千万円となりました。これは主に、仕入

債務が６億９千２百万円、法人税の納付により未払法人税等が２億５千９百万円、未払金が２億３百万円、太陽光

関連事業における前受金が１億８千万円減少したことによるものです。

　純資産の額は、為替換算調整勘定が10億３千２百万円、利益剰余金が３億７千１百万円減少したことにより、前

連結会計年度末より15億８千２百万円減少し、306億２千１百万円となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は５億５千６百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 38,224,485 38,224,485
東京証券取引所

市場第１部

単元株式数は100株

であります。

計 38,224,485 38,224,485 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年６月30日 － 38,224 － 10,056 － 5,000

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 7,969,600
－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　30,234,400 302,344 同上

単元未満株式 普通株式　　　20,485 － －

発行済株式総数 38,224,485 － －

総株主の議決権 － 302,344 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権５個）

含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式19株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
ＩＤＥＣ株式会社

大阪市淀川区西宮原２丁目
６番64号

7,969,600 － 7,969,600 20.85

計 － 7,969,600 － 7,969,600 20.85

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,742 8,677

受取手形及び売掛金 7,077 6,241

有価証券 901 823

商品及び製品 4,355 4,157

仕掛品 1,183 1,011

原材料及び貯蔵品 2,033 2,158

繰延税金資産 772 689

その他 713 1,056

貸倒引当金 △42 △43

流動資産合計 27,738 24,771

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,321 8,221

機械装置及び運搬具（純額） 1,131 1,091

工具、器具及び備品（純額） 762 720

土地 7,438 7,398

リース資産（純額） 230 238

建設仮勘定 265 432

有形固定資産合計 18,151 18,103

無形固定資産   

ソフトウエア 264 250

リース資産 45 43

のれん 358 341

その他 102 86

無形固定資産合計 771 721

投資その他の資産   

投資有価証券 1,479 1,248

長期貸付金 470 471

繰延税金資産 189 216

その他 568 560

貸倒引当金 △41 △40

投資その他の資産合計 2,666 2,455

固定資産合計 21,590 21,280

資産合計 49,328 46,051
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,065 3,258

電子記録債務 1,276 1,390

未払費用 1,565 791

前受金 981 800

リース債務 93 102

製品保証引当金 220 173

賞与引当金 － 400

未払金 712 508

未払法人税等 396 137

預り金 673 797

短期借入金 5,140 5,199

1年内返済予定の長期借入金 166 166

その他 390 253

流動負債合計 15,682 13,980

固定負債   

社債 50 50

長期借入金 41 －

役員退職慰労引当金 71 72

退職給付に係る負債 1,012 1,020

リース債務 154 201

資産除去債務 76 76

繰延税金負債 23 21

長期未払金 6 3

その他 3 3

固定負債合計 1,441 1,449

負債合計 17,124 15,430

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,056 10,056

資本剰余金 9,723 9,723

利益剰余金 18,146 17,774

自己株式 △6,848 △6,839

株主資本合計 31,077 30,715

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 461 288

為替換算調整勘定 519 △513

退職給付に係る調整累計額 △82 △81

その他の包括利益累計額合計 898 △306

新株予約権 21 20

非支配株主持分 206 191

純資産合計 32,204 30,621

負債純資産合計 49,328 46,051
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 10,492 9,361

売上原価 6,267 5,441

売上総利益 4,224 3,920

販売費及び一般管理費 3,542 3,484

営業利益 681 435

営業外収益   

受取利息 6 7

受取配当金 4 5

持分法による投資利益 23 22

為替差益 29 －

受取賃貸料 24 22

その他 5 29

営業外収益合計 94 87

営業外費用   

支払利息 7 7

為替差損 － 129

減価償却費 20 18

その他 18 25

営業外費用合計 45 180

経常利益 730 342

特別利益   

固定資産売却益 57 0

新株予約権戻入益 － 1

特別利益合計 57 2

特別損失   

子会社株式売却損 － 7

特別損失合計 － 7

税金等調整前四半期純利益 788 336

法人税、住民税及び事業税 131 58

法人税等調整額 139 100

法人税等合計 271 158

四半期純利益 517 177

非支配株主に帰属する四半期純利益 8 5

親会社株主に帰属する四半期純利益 508 172
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 517 177

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 37 △173

為替換算調整勘定 240 △1,051

退職給付に係る調整額 △3 0

その他の包括利益合計 275 △1,223

四半期包括利益 792 △1,045

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 777 △1,032

非支配株主に係る四半期包括利益 14 △13
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であったＩＤＥＣエンジニアリングサービス株式会社は、株式

を全て売却したことにより、連結の範囲から除外しております。

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　従来、当社及び連結子会社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、定率法（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しておりました

が、当第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

　この変更は、会社を取り巻く経営環境の変化に対応して、平成28年度において国内外において大型設備投資を

実施することを契機として、設備の使用方法に照らした償却方法を再検討した結果であります。また、生産拠点

の再編等の施策とも相まって安定した生産量の確保が可能となり、今後国内外の生産設備の稼働が安定化するも

のと見込まれます。有形固定資産について、従来の定率法から、使用期間にわたり平均的に費用配分する定額法

に変更することで、このような環境の変化を適正に製造原価に反映することができると判断しました。

　これにより、従来の方法によった場合と比較して減価償却費は５千９百万円減少し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益はそれぞれ５千９百万円増加しております。なお、この変更に伴い、従来の方法に

よった場合に比べ日本セグメント利益が５千１百万円、アジア・パシフィックセグメント利益が７百万円増加し

ております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　連結子会社は、第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

減価償却費 361百万円 262百万円

のれんの償却額 16　〃 16　〃

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成27年５月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 604 20 平成27年３月31日 平成27年５月28日

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年５月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 544 18 平成28年３月31日 平成28年５月30日

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 日本 北米 欧州

アジア・
パシフィック

売上高      

外部顧客への売上高 6,761 1,541 214 1,974 10,492

セグメント間の
内部売上高又は振替高

1,172 10 － 945 2,129

計 7,934 1,552 214 2,920 12,621

セグメント利益 328 134 3 184 650

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異

調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 650

セグメント間取引消去 30

四半期連結損益計算書の営業利益 681

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 日本 北米 欧州

アジア・
パシフィック

売上高      

外部顧客への売上高 6,262 1,267 200 1,631 9,361

セグメント間の
内部売上高又は振替高

1,035 12 － 889 1,937

計 7,297 1,279 200 2,521 11,298

セグメント利益 132 63 48 138 383

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異

調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 383

セグメント間取引消去 52

四半期連結損益計算書の営業利益 435
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 16円84銭 5円71銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 508 172

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

508 172

普通株式の期中平均株式数(株) 30,232,122 30,246,721

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16円83銭 5円71銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 16,260 7,312

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

２【その他】

　平成28年５月12日開催の取締役会において、平成28年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のと

おり期末配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 544百万円

②１株当たりの金額 18円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年５月30日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月４日

ＩＤＥＣ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 梅田　佳成　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 河野　匡伸　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＩＤＥＣ株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＩＤＥＣ株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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